
　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - ★8,500 ★9,250 ★10,000
実績 6,078 6,782

計画 - 245 250 255
実績 61 172

計画 - ★540 ★560 ★580
実績 232 334

計画 - 80 80 80
実績 26 75

計画 - 40 40 40
実績 291 230

　〇主な取組

　　　　　　　　　　　　※ 事業量の達成度　A＝目標を上回る B＝目標どおり C＝目標をやや下回る D＝目標をかなり下回る
　　　　　　　　　　　　※ 計画値における 「★」は新型コロナウイルスの影響を考慮

第８期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画
令和３年度の振り返りについて（掲載事業一覧）

介護予防の普及啓発

【横浜ならでは地域資源を生かしたフレイル予防の検討】
本市におけるフレイル予防の普及啓発の仕組みや展開方法等について検討を行
うとともに、リーフレット案を作成することができた。
・有識者によるフレイル予防検討会：３回
・フレイル予防啓発媒体作成WG：３回
・新たな地域資源を活用したフレイル予防の取組推進へ向けた検討の実施
【介護予防の普及啓発】
新型コロナウイルス感染症の影響により、教室・講演会・イベント等の実施回数
は、目標（540回）に達することができなかった。しかし、感染対策に留意し、通常
の集合型の普及啓発の手法に加えて、新たな手法も模索しながら市域・区域、包
括圏域内で創意工夫をしながら普及啓発を実施した。その結果、前年度の実施回
数を上回ることができた。
〇市域（健康福祉局）
・横浜市広報ラジオ番組で「高齢者の健康維持のポイント」を啓発：２回
・広報誌への高齢者の健康づくり・介護予防に関する記事掲載 ：２回
〇区域（18区役所）
・教室・講演会・イベント・その他（啓発媒体の作成・配布等）等の実施回数：334回
（令和２年度232回）

取組項目 令和３年度の振り返り

地域予防活動の推進

感染症対策に留意しながら、地域人材の発掘・育成・支援、元気づくりステーショ
ンの拡充・発展、地域活動グループへの支援を実施した。コロナ禍が続いている
中でも９割以上が活動できているが、引き続き１割弱のグループは活動を休止し
ている状態である。そのような状況下でも新規で立ち上がったグループもあり、当
初の見込みは下回るものの、地域での展開・拡充は進んでいる。
・元気づくりステーション参加者数：6,782人（342グループ）
・元気づくりステーションの新規立ち上げ：20グループ（18区）

リハビリテーション専門職による地域づくり支援の充
実

地域の通いの場や地域ケア会議等へリハビリテーション専門職の派遣を実施し
た。新型コロナウイルス感染症の影響によるグループ活動の中止・規模縮小に伴
い、目標（245回）に達することはできなかったが、前年度の派遣回数は大幅に上
回ることができた。また、地域の通いの場や地域ケア会議等におけるリハビリテー
ション専門職等の効果的な活用について検討プロジェクトを開催し、リハビリテー
ション専門職を活用した地域づくり支援の充実について検討を進めることができ
た。
・リハビリテーション専門職派遣回数：172回　(令和２年度：61回）
・連携団体との連絡会：６回（令和２年度：３回）

事業所等と取り組む健康経営の推進

横浜市健康経営認証新規認証事業所数 箇所 Ａ

リハビリテーション専門職による地域づくり支援の充実

リハビリテーション専門職派遣回数 回 Ｃ

介護予防の普及啓発

教室・講演会・イベント実施回数 回 Ｃ

Ⅰ　地域共生社会の実現に向けた地域づくりを目指して

１　介護予防・健康づくり

地域介護予防活動の推進

元気づくりステーションの参加者数 人 Ｃ

自立を支援するための介護予防ケアマネジメントの推進

ケアマネジャー研修等回数 回 B

資 料 １ － ２

令 和 ４ 年 度 第 ２ 回

横浜市介護保険運営協議会

（ 令 和 ４ 年 1 2 月 2 2 日 ）
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 130 130 130
実績 83 108

計画 - 12,000 12,700 13,500
実績 8,894 4,821
計画 - 700 730 760
実績 664 672

計画 - 60 132 212
実績 58 42

　〇主な取組

敬老月間事業による生きがい支援
100歳以上の方に敬意を表し、９月の敬老月間にお祝いの品を贈呈した。また、文
化・観光施設等の無料開放や優待利用を行なった。（横浜ランドマークタワー：入
場料金割引、帆船日本丸：入館料無料、横浜人形の家：常設展無料）

かがやきクラブ横浜（老人クラブ）への支援による高
齢者の生きがい創出

かがやきクラブ横浜（老人クラブ）では、「体操ひろば」や「シニアの祭典」など様々
な事業・イベントを実施した。
・体操ひろば：319 クラブ、延べ約15 万人が参加
・シニアの祭典：約1,700 人が参加

濱ともカード（高齢者のための優待施設の利用促進
事業）を利用した高齢者の外出支援

高齢者が充実した生活をおくることができるよう、協賛店舗・施設の確保及び濱と
もカード（優待証）の交付を行った。
・協賛店舗数：1,895店舗（令和２年度：1,860店舗）
・累計交付者数：1,037,976人（令和２年度：995,000人）

敬老パスを利用した高齢者の外出支援（敬老特別乗
車証交付事業）

高齢者の社会参加・外出支援を目的に希望者に市内バス等を利用できる乗車証
を交付した。
・交付者数：395,978人（令和２年度：407,079人）

高齢者の就業支援
横浜市シルバー人材センターについて、会員への就業提供、入会促進に取り組
んだ。
・会員数：10,503人、就業実人員6,140人　※令和３年度末時点

ヨコハマプロボノ（ハマボノ）事業（モデル事業）

13団体を42人のワーカーが支援した。当初は、ワーカーが複数人でチームを組む
プロジェクト型を15件、各４人の活動者数を見込んでいたが、緊急事態宣言等に
よる地域活動の縮小や休止等もあり、プロジェクト型は７団体となった。一方で、本
格実施に向けた仕組みづくりの過程で中間支援者の理解は進み、随時マッチング
可能でワーカーが１人で支援するハマボノminiは６件となり、支援団体数は概ね目
標どおりとなった。

よこはまシニアボランティアポイントの推進

新型コロナウイルス感染症の影響により、各施設でボランティア受入れの見合わ
せや参加者の活動自粛などがあり、活動者数・受入施設ともに目標を下回る結果
となったが、オンライン研修会や一部活動要件の暫定緩和など、コロナ禍におけ
る新たな事業運営について検討・実施した。

取組項目 令和３年度の振り返り

高齢者が活躍できる場（通いの場等）の推進
高齢者が活躍できる場（通いの場等）の充実に向けて、高齢者の就労や社会参加
に資する各種取組を推進した。

生きがい就労支援スポットの推進
金沢区・港北区の２か所でシニアを対象とした就労・ボランティア活動等の情報提
供・斡旋を行うとともに、就労等に係るセミナーを開催した。
・利用者数：延べ 606人、決定者数：108 人、セミナー参加者数：延べ177人

受入施設数 箇所 Ｃ

ヨコハマプロボノ事業

プロボノワーカーの活動者数 人 Ｃ

就労・ボランティア活動等のマッチング件
数

件 Ｃ

よこはまシニアボランティアポイントの推進

活動者数 人 Ｄ

健康横浜21の推進
各区で各種健康づくり事業を進めるとともに、「第２期健康横浜２１」について、最
終評価を実施した。
・各種健康づくり事業（食生活、喫煙・飲酒、運動等）：47事業

健康横浜21に基づくよこはま健康アクションの取組
疾病の重症化予防事業、生活保護受給者等の健康支援事業、健康経営企業応
援事業などのよこはま健康アクションを推進した。横浜健康経営認証では、新規
230事業所を含む、510事業所を認証した。

２　社会参加

生きがい就労支援スポットの推進

健康づくりと介護予防の連携強化

JAGES調査結果等を活用し、区域及び地域包括支援センター圏域ごとに地域診
断を実施した。地域の健康課題を整理し、地域特性に合わせた介護予防に関す
る事業計画書を作成した。また、健康づくり部門と介護予防部門が実施した地域
診断結果（健康課題）や事業計画書の共有を行った。
市域では、広報よこはま３月号に「フレイル・オーラルフレイル」の記事を掲載し普
及啓発を行った。また、各区の実情に合わせた、若い年代から高齢者までが参加
できる普及啓発（ロコモ、フレイル・オーラルフレイル等の共通テーマでの講演会・
健康教育、パネル展、区版広報、啓発媒体の作成等）を実施した。

自立を支援するための介護予防ケアマネジメントの
推進

自立支援に向けた介護予防ケアマネジメントの推進のための区職員・地域包括支
援センター職員向け研修は、新型コロナウイルス感染症の影響により参加者数は
減少しているものの、オンラインも活用することにより予定通りの実施回数を開催
することができた。
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 9,100 9,170 9,240
実績 9,030 8,844
計画 - 8,410 8,470 8,530
実績 8,350 8,179

　〇主な取組

見守り・ささえあいの地域づくり

地域の見守り・支え合いに関わる活動について、連携・協議の場（協議体等）を開
催した。
・生活支援体制整備事業における連携・協議の場の開催数のうち、達成目標「見
守り・支え合い」の数 377 件（令和２年度：324件）

社会福祉法人の地域貢献

社会福祉法人の地域貢献活動を進めるため、市社会福祉協議会主催のよこはま
地域福祉フォーラムを開催し、地域での法人(施設)と地域団体との連携事例の共
有を行ったほか、アンケートや検討会によって、実態や課題を把握した結果、現況
報告書への掲載法人数の増加（193法人）に繋がった。

要支援者等に配慮した住⺠主体による活動の⽀援

介護予防・生活支援サービス補助事業（サービスB等）は、68事業、60団体に補助
金を交付した（通所型支援48件、訪問型支援５件、配食支援９件、見守り支援６
件）。
新たな補助制度は、通いの場検討会の議論等も踏まえて方向性を検討し、区・団
体・地域ケアプラザ等への丁寧な説明や、介護保険運営協議会・市会常任委員
会への報告等、調整に時間を要することから、開始時期は令和７年度以降を予定
している。

空家などを活用した高齢者向け活動支援拠点等の
導入促進

空家を活用した⾼齢者⽀援施設や地域交流施設などの設置を促進するため、
「空家活用のマッチング制度」、「空家活⽤の専⾨相談員派遣事業」、「空家の改
修等補助金」を創設した。

多様な主体間の連携体制の構築

生活支援の活動・サービスを創出・持続・発展させる取組を支援するため、多様な
主体が連携・協議する場（協議体等）を開催し、地域のニーズに合わせた支援を
行った。
・生活支援体制整備事業における連携・協議の場の開催数547件（令和２年度：
470件）

取組項目 令和３年度の振り返り

地域のニーズや社会資源の把握・分析

地域活動データベースシステムを活用し、住民主体の活動や民間企業等の地域
の社会資源の情報を把握することで、、関係者間（区、区社協、地域ケアプラザ
等）で情報共有し、地域アセスメントを促進した。新型コロナウイルス感染症の影
響により、地域活動の解散等があったため、活動把握数は減少した。

住民主体による活動の支援

生活支援コーディネーターを配置し、住民主体による活動の創出・持続・発展を支
援した。
・第１層生活支援コーディネーターの配置 18 人
・第２層生活支援コーディネーターの配置 144人
新型コロナウイルス感染症の影響による地域活動の自粛、休止、停滞、解散等も
あったが、コロナ禍においても工夫し活動を継続している活動団体の支援を行うな
ど、コーディネーター、区社協及び区役所が連携しながら活動支援を行った。

３　生活支援

地域の社会資源の把握

住民主体の地域の活動把握数 件 C

（うち、交流・居場所の数） 件 C

ふれーゆ（高齢者保養研修施設）の運営

新型コロナウイルス感染症の影響により、施設の特性を生かしたイベントやス
ポーツ教室の開催、集客力を高めるための広報活動などを予定通り実施すること
はできなかったが、利用制限や人数制限などの感染症対策を行い適切に運営を
継続することで、高齢者の健康増進を図った。

全国健康福祉祭（ねんりんピック）への支援及び啓発

令和３年度の岐阜大会は新型コロナウイルス感染症の影響により中止になったた
め、大会への選手派遣はできなかった。かながわ2022大会へ向け、市実行委員
会を設立し準備を進めるとともにリハーサル大会の実施など機運の醸成を行っ
た。

生涯スポーツへの支援

子どもから高齢者まで地域住民の誰もが活動することができる総合型地域スポー
ツクラブでは、212,686人が参加した。市民参加型スポーツイベントでは、「横浜元
気！！スポーツ・レクリエーションフェスティバル」は、新型コロナウイルス感染症
の影響により、一部中止・縮小となるも、感染症対策を取って実施し、2,343名が参
加した。YOKOHAMAビーチスポーツフェスタは、新型コロナウイルス感染症の影
響により中止となった。市民スポーツ大会・マスターズスポーツ大会には25,949人
が参加した。

生涯学習への支援
全区に設置している市民活動・生涯学習支援センターにおいて、市民の方から18
区で合計14,323 件の相談を受け、市民の学習活動を支援した。

老人福祉センターの機能の向上
健康寿命の延伸を目指し、生涯を通じ元気なシニアが活躍できることを目的とした
「介護予防普及啓発事業」を実施するセンターを14 館に拡大した。
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 150 163 176
実績 136 135
計画 - 24 27 30
実績 21 22

計画 - 48 51 53
実績 46 45

計画 - 9 9 9
実績 0 3

　〇主な取組

自立支援・重度化防止に向けた働きかけ

１　在宅介護・リハビリテーション

24時間対応可能な地域密着型サービスの推進

自立支援・重度化防止に向けた働きかけ

介護予防・日常生活支援総合事業の推進

介護保険給付以外のサービスの提供

重度の要介護者、単身や夫婦のみの高齢者世帯等の方々が住み慣れた地域で
安心して生活を継続できるよう、24 時間対応可能な小規模多機能型居宅介護事
業所、看護小規模多機能型居宅介護事業所、定期巡回・随時対応型訪問看護事
業所の整備を実施した。

一人ひとりの心身の状況に応じた機能訓練やリハビリテーション等の提供により
自立度の維持・改善を図れるよう、集団指導講習会（オンライン）を実施した。

高齢者自らが介護予防に取り組み、その人らしく自立した暮らしを続けていけるよ
う、「介護予防・生活支援サービス事業」と「一般介護予防事業」を実施した。

要介護認定を受けた高齢者や、要介護認定非該当の高齢者の在宅生活を支援
するため、介護保険給付以外の市独自のサービスを提供した。

取組項目 令和３年度の振り返り

介護保険の在宅サービスの充実
可能な限り、在宅で自立した日常生活を営むことができるよう、介護保険の在宅
サービスを提供した。

C集団指導講習会開催数 回

小規模多機能型居宅介護事業所数 箇所 C

Ⅱ　地域生活を支えるサービスの充実と連携強化を目指して

C

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業
所数

箇所 C

看護小規模多機能型居宅介護事業所数 箇所

小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - ★200 ★205 ★210
実績 220 240
計画 - ★3,000 ★3,050 ★3,100
実績 3,100 3,185

計画 - ★450 ★480 ★540
実績 643 1,269
計画 - 40 40 40
実績 33 38

計画 - ★30 ★35 ★40
実績 31 46
計画 - ★1,400 ★1,500 ★1,600
実績 1,600 2,016

　〇主な取組

誤嚥性肺炎対策に係る研修の実施
令和３年度から新たに、鶴見区、金沢区、青葉区の３区で誤嚥性肺炎対策にかか
る研修を実施した。

在宅医療連携拠点での多職種連携事業
実施回数

回 A

市民啓発事業（講演会等）開催数 回 A

診療所による在宅療養支援
在宅医療を行う有床診療所３か所に対し、夜間の看護職員配置に要する経費の
補助を行った。

かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤
師・薬局の普及

横浜市医師会地域医療連携センターの運営支援を継続し、当該センターの周知
及びかかりつけ医普及啓発を実施した。

地域密着型サービスと医療連携
医療ニーズにも対応し、24 時間在宅生活を支援する看護小規模多機能型居宅介
護及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護が、各事業所で行うサービスや介護・
医療連携推進会議における情報共有等を通し、医療連携を推進した。

在宅医療を推進するための市民啓発 昨年度と比較して研修の実施数が15回増加し、参加人数が約400人増加した。

脳血管疾患ケアサポートガイド（医療・介護連携ケア
パス）の活用

当初の予定通り、脳血管疾患ケアサポートガイド（医療・介護連携ケアパス）の活
用推進のため、関係機関への周知を行い普及啓発に努めた。

ショートステイにおける受入れ促進
医療対応は当初の計画である延べ103施設に対し、127施設へ助成を行い、
ショートステイにおける受入れを促進した。

在宅におけるチーム医療を担う人材育成研修
新型コロナウイルス感染症の影響で中止とした南区、青葉区、戸塚区を除く15区
で実施し、受講者数は昨年度を上回った。

在宅医療を担う医師の養成研修等の実施
当初の予定通り、座学研修を３回実施した。新型コロナウイルス感染症の影響に
より、同行研修は予定通り実施することはできなかった。

在宅医療を支える訪問看護師等の質の向上
横浜市大と協働で策定した「訪問看護師人材育成プログラム」を活用して、訪問看
護師の学習支援体制の支援を行った。

取組項目 令和３年度の振り返り

在宅医療連携拠点
在宅医療を行うかかりつけ医の紹介や、地域の在宅医療・介護資源の情報提供、
相談支援、市民啓発事業等を行った。

在宅医療連携拠点・地域ケアプラザ・行政による在
宅医療介護の連携強化

昨年度の実績は下回ったものの目標を上回る回数の多職種連携事業を実施し
た。

B

在宅医療の普及・啓発

市民啓発事業（講演会等）参加人数 人 A

在宅医療連携拠点での新規相談者数 人 A

在宅医療に関わる人材の確保・育成
「在宅におけるチーム医療を担う人材育成
研修」受講者数

人 A

訪問看護師向け研修等開催数 回

２　在宅医療・看護

医療・介護連携の強化
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 143 145 146
実績 142 143

計画 - 510 551 592
実績 581 650

　〇主な取組

地域包括支援センター数 箇所 B

老人福祉法の措置

区福祉保健センターでは、高齢者が虐待や認知症等により、契約による介護保険
サービスの利用が困難であると判断した場合に、老人福祉法の措置により、介護
保険サービスの提供を行った。また、環境上の理由や経済的理由により居宅にお
いて養護を受けることが困難であると判断した場合に、養護老人ホームへの入所
の措置を行った。

消費者被害等の防止

・地域の見守り活動を行うための講座への講師派遣を年11件実施
・高齢者施設運営者が主催する悪質商法被害防止に関する講座等に講師として
消費生活総合センターの相談員等を派遣：９回、参加者数116人(令和２年度：３
回、34人)
・ポスターや広報誌等で注意喚起を実施（公共交通機関、店舗等）：８社４団体約
5,000部（令和２年度：6,000部）
・介護保険料額決定通知に注意喚起チラシを同封

地域福祉保健計画の策定・推進

地域住民、事業者、関係機関が地域の課題解決に協働して取り組み、支え合い
の仕組みづくりを進めるため「第４期横浜市地域福祉保健計画」の推進を横浜市
社会福祉協議会と一体的に行いました。また、新型コロナウイルス感染症の影響
により、「第４期区地域福祉保健計画」（令和３～７年度）の策定期限を延期しまし
たが、令和３年度中に全区で策定が完了しました。
・横浜市地域福祉保健計画・横浜市地域福祉活動計画検討会：１回（令和２年度：
１回）
・地区別計画推進組織設置地区数 247地区（令和２年度：247地区）

取組項目 令和３年度の振り返り

成年後見制度の利用促進
成年後見制度利用支援事業（報酬）利用
件数

件 A

地域包括支援センターの運営

３　保健・福祉

横浜市消費生活総合センターの連携強化

地域ケアプラザ等専用電話による消費生活相談の受付を行った（39件）。また、専
用回線及び相談情報の共有のため、地域ケアプラザ向けのパンフレットを作成・
送付した。
・発行部数　７月：2,000部　12月：5,000部
また、消費者被害防止のための取組を深めていくための地域ケアプラザと消費生
活総合センターの連携会議を実施した。（１月）

成年後見制度等の利用促進

（ア）成年後見制度等
・「よこはま成年後見推進センター」の相談件数：2,482件（令和２年度1,889件）
・「横浜市成年後見サポートネット」に係る
　全体会：２回、広報・相談部会：２回、候補者調整・不正防止部会：２回
・新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度の開催を延期としていた第
５期市民後見人養成講座を実施。
・横浜市成年後見制度利用支援事業の後見人等への報酬の助成件数：649件
（令和２年度：494件）
（イ） 横浜生活あんしんセンターの取組
・横浜生活あんしんセンター権利擁護事業の契約者数：1,128件（令和２年度：
1,149 件）

高齢者虐待防止

高齢者虐待の早期発見・対応と、養護者支援を実施し、普及啓発を行った。市域・
各区域において、適切な対応をするために従事者向け研修を実施するとともに、
関係機関代表連絡会議を開催して関係機関との連携極力体制の構築や、支援の
振り返りを実施した。
・新規相談件数：989件

地域ケアプラザ（地域包括支援センター）の設置と円
滑な運営

４月に横浜市山下地域ケアプラザを、12月に横浜市本郷台駅前地域ケアプラザを
開所したほか、福祉・保健の専門職員（保健師等、社会福祉士等、主任ケアマネ
ジャー等）を、担当する地域の高齢者人口に応じて配置した。

地域ケアプラザの強化（質の向上）
地域包括支援センター職員向け研修、コーディネーター向け研修、所長向け研修
などの各種研修を計19回実施し、地域の身近な福祉保健の拠点としての役割を
担う地域ケアプラザの業務の質の向上に取り組んだ。

区福祉保健センターの連携

新型コロナウイルス感染症に留意しながら、区福祉保健センターと地域ケアプラ
ザで月１、2回程度、支援困難事例の検討や地域の情報共有のためのカンファレ
ンス等を実施し、地域課題の解決と、地域の包括的なネットワーク構築への連携・
支援に務めた。

民生委員等による見守り活動の支援
ひとり暮らし高齢者等「地域で見守り」推進事業を、市内全地区で実施し（263地区
中、134地区は高齢者のみ世帯にも対象を拡大し実施）、民生委員の訪問活動等
の活動支援を推進した。
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 745 745 745
実績 159 248

計画 - ★100 ★100 ★100
実績 ‐ ‐

計画 - ★2,000 ★2,500 ★3,000
実績 1,000 2,385

　〇主な取組

多職種連携による包括的・継続的ケアマネジメント支
援の強化

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度は開催回数や参加人数が
減少傾向にあったが、感染対策の工夫やオンラインの活用により、開催回数や参
加人数は増加傾向にある。ケアマネジャーと医療機関との連携強化が図れるよ
う、医療に関する情報の提供や、ケアプラン作成に必要な知識を習得するための
研修を実施できた。

４　医療・介護・保健福祉の連携

地域ケア会議

地域ケア会議開催回数 回 C

包括的・継続的ケアマネジメント支援

関係機関との連携体制構築の取組回数 回 A

ケアマネジメントスキルの向上
ケアマネジメントの質の向上に資するケア
プラン点検の実施件数

件 C

取組項目 令和３年度の振り返り

地域ケア会議

各区で実施される地域ケア会議については、新型コロナウイルス感染症の影響に
より実施回数が大幅に減少しているものの、一部の地域ケア会議については必要
に応じて書面やオンラインを用いて開催するなど、工夫して開催に至ることができ
た。

ケアマネジメントスキルの向上

新型コロナウイルス感染症に伴う緊急事態宣言の影響もあり、ケアプラン点検事
業の開始には至らなかったが、スタートアップ事業として、事業所の選定、ケアプ
ランの点検の視点、事業所訪問による面談、フィードバック等の方法について検討
した。

介護者のつどい
介護者支援として認知症高齢者等を介護する家族を対象として介護者のつどい
等を154回開催した。

民間活力の導入
関係部署とも連携を図りながらヘルスケアに関連する企業のマッチング69件を創
出した。

市民による福祉保健活動の支援

当初の予定通り、ふれあい助成金を活用したボランティア活動への補助を1,956件
実施した。また、福祉保健活動拠点や地域ケアプラザにおいてボランティア活動
のコーディネートを実施した結果、コロナ禍においても高齢者・障害者・子どもなど
対象や世代を限定しない地域の居場所等が増加傾向にあり、地域の中での孤立
予防や支えあいの関係づくりに繋がっている。

自治会・町内会、地区社協との連携

『コロナ禍での地域での困りごとの把握、共有、検討』という共通テーマのもと、18
区ごとに地区社協検討会を開催し、基礎的な活動の機会を広く持つ機会となっ
た。
また、集約した事例を基にコロナ禍でも行われた活動や発揮された強みを動画に
まとめ全体会動画と共に発信したことで、各地区において自治会・町内会と地区
社協自身が強みを認識し連携を深める機会となった。

相談・支援体制の充実

随時介護に関する高齢者や家族の相談を受けて、適切な支援・調整を行った。支
援者の質の向上に資するための研修事前資料として、支援機関向けにダブルケ
ア・ヤングケアラーの調査を実施し、支援状況把握のための調査をした（回答95
件）。
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 -
17,318
（419）

17,956
(638)

18,846
(890)

実績
16,749
（348）

17,011
（262）

計画 -
113
(29)

171
(58)

200
(29)

実績
84

(29)
113
（29）

計画 - 9,571 9,571 9,571
実績 9,571 9,571
計画 - 272 272 272
実績 272 272

計画 -
6,147
(225)

6,372
(225)

6,597
(225)

実績
5,886
(132)

6,011
(125）

計画 -
15,752
(450)

16,202
(450)

16,652
(450)

実績
15,300
(760)

15,785
(485)

計画 -
6,127
(450)

6,577
(450)

7,027
(450)

実績
5,677
(760)

6,162
(485)

計画 - 12 12 12
実績 12 12
計画 - 9,613 9,613 9,613
実績 9,611 9,611

計画 - 2,252 2,300 2,150
実績 2,202 2,184

計画 - 394 394 394
実績 394 394
計画 - 250 250 250
実績 250 250
計画 - 498 498 498
実績 498 498

計画 - 4,855 5,055 5,255
実績 4,655 4,958
計画 - 4,978 5,178 5,378
実績 4,839 5,152

計画 -
実績 3.6 3.7

住宅型有料老人ホーム 人 A

人 B

【参考】住宅型有料老人ホーム等

サービス付き高齢者住宅 戸 A

養護老人ホーム

ショートステイ（短期入所生活介護施設）（定員）

ショートステイ（短期入所生活介護） 人 C

軽費老人ホーム（A型） 人 B

軽費老人ホーム（ケアハウス）

※うち、地域密着型 人 B

要援護高齢者の生活を支える施設（定員）

※うち、混合型 人 B

※うち、介護専用型 人 B

人 B

認知症高齢者グループホーム 人 C

特定施設（有料老人ホーム） 人 B

介護医療院／介護療養型医療施設 人 A

居住系サービス（定員）

高齢者向け住宅の整備
高齢者人口に対する高齢者向け住宅の
割合

％ A
※R８年度目標　4.0％

Ⅲ　ニーズや状況に応じた施設・住まいを目指して

１　個々の状況に応じた施設・住まいの整備・供給

介護保険施設（定員）

介護老人保健施設 人 A

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施
設）

人 C

※うち、地域密着型 人 A
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　〇主な取組

ユニットケア・グループホームケアの充実 ユニット型施設向けにユニットケア研修等を実施した。

高齢者向け市営住宅の供給等
高齢者向けの住宅を、315戸募集し、3,821件の申込があった。また、高齢者世帯
への倍率優遇を実施し、3,844世帯の申込があった。

高齢者向け優良賃貸住宅の供給

バリアフリー仕様で整備され、緊急時対応サービス等や家賃補助が受けられる民
間賃貸住宅を高齢者向け優良賃貸住宅として供給した。
・管理開始戸数：173戸（令和２年度：０戸）
・累計管理戸数：2,575戸

生活援助員派遣事業
高齢者用市営住宅等の入居者の在宅生活を支援するため、生活援助員を派遣
し、生活相談、助言、安否確認、緊急時の対応を行った。

マンション・バリアフリー化等支援事業の推進
令和２年度の要綱改正で補助要件が変更となったことにより、令和３年度の補助
件数は３件となったが、マンション管理組合向けの周知を行うなど、今後の申請件
数の向上に向けた情報提供を実施した。

介護保険の住宅改修
当初の予定通り、介護サービスの対象となる住宅改修工事に係る申請に基づき
給付を行った。
・給付件数：10，978件（令和２年度：10，384件）

住環境の整備（高齢者等住環境整備事業）【再掲】
高齢者等住環境整備事業では、要介護・要支援の認定を受けた高齢者等に対
し、日常生活で困難な動作を補うための住宅改造工事費用の助成及び効果的な
工事の助言等を行った。　・実績：28件（令和２年度：15件）

大規模団地等の再生支援
複合化した課題を抱え地域への影響が大きい大規模団地を再生・活性化するた
め、地域関係団体や関係区局と連携をとり、２団地の支援を実施した。

取組項目 令和３年度の振り返り

特別養護老人ホームの整備（サテライト型含む）
建築資材の納期遅延を原因とした工事の遅れ等により、３年度末時点では計画
数17,318人分に対し17,011人分となったが、事業者公募において一定程度の整備
数を確保している。

特別養護老人ホームへの適切な入所のための仕組
み
（医療対応促進助成含む）

医療対応は当初計画延べ911施設に対し、902施設の助成を行った。

介護老人保健施設 引き続き、定員数を維持しつつ、適切なサービスが提供できるよう支援を行う。

介護医療院・介護療養型医療施設 介護療養型医療施設から介護医療院等への転換を１か所行った。

認知症高齢者グループホーム
未整備圏域への随時公募実施などにより、ほぼ目標通りに整備を行った。引き続
き、土地所有者等と運営法人をつなげる民有地マッチング事業の活用等により、
整備を推進していく。

よこはま多世代・地域交流型住宅の供給促進
民間事業者の民有地活用による整備が進められていた日吉箕輪町計画の本認
定を行った。

特定施設・有料老人ホーム 当初の計画450人分に対して、485人分の整備を行った。

ショートステイ（短期入所生活介護施設） 令和３年度末時点の定員数は、2,184人であった。

緊急ショートステイ
令和３年度から、新型コロナウイルス感染症対応型のベッド数を新たに確保した。
結果として、利用日数が1,040日まで増加した。

生活支援ショートステイ 令和３年度は、377日の利用があった。

養護老人ホーム・軽費老人ホーム
【養護】年間延べ被措置者数は6,963人であった。
【軽費】軽費A型の年間延べ利用者数は2,919人であった。
　　　　 ケアハウスの年間延べ利用者数は4,250人であった。

住宅供給公社やUR都市機構との連携による良質な
賃貸住宅の供給

住宅供給公社やUR 都市機構との連携による良質な賃貸住宅の供給住宅供給公
社やＵＲ都市機構と連携することにより、公営住宅と連携して高齢者等に対する
良質な賃貸住宅の供給を進めた。

サービス付き高齢者向け住宅の供給促進 当初の予定通り、民間事業者による整備が進んだ。
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 4,800 4,900 5,000
実績 5,041 5,603

　〇主な取組

民間賃貸住宅の空き室等を活用し、セーフティネット住宅の登録制度の推進や、
家賃補助付きセーフティネット住宅の供給を行った。あわせて、オーナー等の不安
の軽減を図るため、単身高齢者等が入居する見守りサービスの利用料に対する
補助を行った。また、「よこはま居住支援サポーター登録制度」開始に向けた協議
を重ね、体制の構築を行った。
・セーフティネット住宅の登録戸数：8969戸
・家賃補助付きセーフティネット住宅の累計供給戸数：100戸

住宅セーフティネット制度の推進

住まいのエコリノベーション（省エネ改修）補助制度、省エネ住宅相談員制度、よこ
はま省エネルギー住宅アカデミーを通じ、断熱性能及び気密性能の高い省エネル
ギー住宅の普及を促進した。また、省エネ賃貸住宅の普及促進に向けた方法の
検討として、省エネ賃貸住宅モニターを実施した。
・住まいのエコリノベーション（省エネ改修）補助件数：20件
・省エネ住宅相談員制度相談回数：15回
・よこはま省エネルギー住宅アカデミー参加者数：526人
・省エネ賃貸住宅モニター数：42人

健康リスクの軽減などに寄与する省エネ住宅の普及
促進

高齢者の住まいや金融支援等の情報提供の充実
高齢者単身・夫婦世帯等が、終身にわたり安心して賃貸住宅に居住できる住宅の
供給の支援を行った。
・認定戸数：63戸（令和２年度：０戸）

取組項目 令和３年度の振り返り

施設・住まいの相談体制や情報提供の充実
相談件数は5,603件となり、前年度（5,041件）に比べ増加した。また、目標の計画
値（4,800件）を上回る数値で進捗している。

介護サービス情報の公表
新型コロナウイルスの影響により、公表・調査とも当初の見込み件数を下回った。
・公表：4,316件（当初み見込5,953件）　・調査：1,634件（当初見込み2,089件）
感染症の影響により調査を見合わせた分は、令和４年度に順延する対応とした。

相談件数 件 A

２　相談体制・情報提供の充実

高齢者施設・住まいの相談センター
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 250 250 250
実績 127 150
計画 - 200 200 200
実績 119 324

計画 - 220 320 420
実績 138 225

計画 - 50.0 60.0 70.0
実績 16.0 9.0

　〇主な取組

　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 40 40 40
実績 0 0
計画 - 20 20 20
実績 14 17

計画 - 実施 推進 推進
実績 ‐ 未実施

　〇主な取組

介護職員の宿舎整備支援
令和３年度宿舎整備の意向調査で手の挙がった施設が辞退し、実績なしとなった
が、事業者からは数件の相談があり、事業実施に向け調整等を進めている。

処遇改善加算の適正な運用の徹底
取得促進セミナーや個別相談などで加算の趣旨や要件を説明し、適正な運用を
促した。
・取得促進セミナー：２回（令和２年度：２回）

外国人介護職員等への支援 介護の現場で必要とされる実践的な日本語等について研修を実施した。

中高齢者又は外国人雇用を伴う介護ロボット導入支
援

中高齢者を積極的に雇用する介護施設を対象に、介護ロボット等福祉機器の導
入経費を補助した。

取組項目 令和３年度の振り返り

実施状況

２　介護人材の定着支援

中高齢者又は外国人雇用を伴う介護ロボット等導入支援

Ｄ

多言語翻訳機導入施設数 施設 Ｄ

介護職員の宿舎整備支援

見守り機器等導入施設数 施設 C

高校生の就労準備支援
介護施設での職業体験（アルバイト）と学生向けにアレンジした介護職員初任者
研修の受講を通じ、介護職のやりがいや魅力を伝えるとともに、卒業後の進路と
して介護施設等への就職を支援した。

介護職の魅力の発信とイメージアップ啓発
介護の仕事の啓発パンフレットを市内の中学校と高校に配布し、介護分野の魅力
をアピールした。
・中高生向けパンフレット配布：13,830部

外国人活用に向けた受入促進
介護の仕事を希望する外国人を対象に、介護に関する知識や日本語等の研修を
ベトナムの2 校と中国の3 校で実施した。

資格取得と就労支援
介護職員初任者研修を３回実施し、受講者に対して資格取得後の介護施設への
就労支援を実施した。

住居確保の支援
新規補助対象者は100人に達したが、その後、４人分の申請が取り下げられたた
め、実績は96人となった。

介護人材就業セミナー
介護関係セミナーと同時開催など、あらゆる機会を通して介護施設就職相談会の
開催を支援した。

取組項目 令和３年度の振り返り

外国人活用に向けた受入促進
訪日前日本語等研修受講者の介護事業
所とのマッチング率

％ Ｃ

住居確保の支援

確保数 人 Ａ

Ⅳ　安心の介護を提供するために

１　新たな介護人材の確保

資格取得と就労支援
資格取得・就労支援事業及び住居確保の
支援を活用した就職者数

人 Ｃ

介護職員初任者研修・入門的研修受講者
数

人 Ａ
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 21 21 21
実績 23 18

計画 - 4 5 7
実績 3 4

　〇主な取組
取組項目 令和３年度の振り返り

介護事業所のための質の向上セミナー
当初の予定通り、セミナーを年６回実施した。新型コロナウイルス感染症の拡大に
より、対面形式で開催することはできなかったが、書面開催により全ての回を実施
した。

経営者向け研修
新型コロナウイルス感染症の影響により、開催が中止となる研修もあったが、感
染防止対策の工夫やオンラインの活用などにより、ケアマネジャーと医療機関の
連携強化やケアプラン作成に必要な知識を習得するための研修を実施できた。

事業所単位表彰制度

30年度に新規事業として効果的な機能訓練プログラム等を実施している介護事
業所(２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、実施を見送り)の認証及
び表彰を通して要介護者の状態の維持・改善を進めるための取り組みを行った。
また、地域密着型通所介護に加え、新たに認知症対応型通所介護を対象とし、41
事業所（地域密着型通所介護：18　認知症対応型通所介護：23）を認証、12事業
所（地域密着型通所介護：6　認知症対応型通所介護：6）を表彰した。さらに、表
彰式を開催した際の様子と表彰事業所の好事例を市HPに事例集として掲載し、
広く周知を図った。

医療・介護に関わる専門機関を中心とした多職種に
よる研修

訪問介護サービスの質の向上を図るため、訪問介護サービスに携わる訪問介護
員やサービス提供責任者の知識や技能の底上げを目的とした研修実施を支援し
た。また、訪問介護事業所との情報共有・課題解決を図るための意見交換会を定
期的に実施した。

訪問介護事業者支援
新型コロナ感染症の拡大防止のため、看護師向けの研修を予定通り開催するこ
とはできなかったが、研修動画の配信を行うなど、研修機会の確保に務めた。

在宅医療を支える訪問看護師等の質の向上【再掲】
横浜市大と協働で策定した「訪問看護師人材育成プログラム」を活用して、訪問看
護師の学習支援体制の支援を行った。

地域密着型サービスに対する運営支援
事業者連絡会と連携し、セミナー等を実施した。
・セミナー：６ 回　参加者数：199 人（令和２年度：233 人）

認知症高齢者グループホームに対する運営支援

事業所連絡会と連携し、グループホーム間での職員交換研修やセミナー等を実
施した。
・職員交換研修：中止（令和２年度：中止、令和元年度：126 人）
・セミナー等：３回　参加者数135人（令和２年度：中止、令和元年度：105 人）

種類 C

３　専門性の向上

質の向上セミナー・経営者向け研修

開催回数 回 C

事業所単位表彰

表彰対象のサービス種別数
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - ★80 ★90 ★100
実績 80 246

計画 - 150 180 210
実績 76 244
計画 - 225,000 255,000 285,000
実績 195,000 281,956

　〇主な取組

　〇主な取組

中高齢者又は外国人雇用を伴う介護ロボット導入支
援【再掲】

中高齢者を積極的に雇用する介護施設を対象に、介護ロボット等福祉機器の導
入経費を補助した。

地域ニーズや社会資源の把握・分析【再掲】

地域活動データベースシステムを活用し、住民主体の活動や民間企業等の地域
の社会資源の情報を把握することで、、関係者間（区、区社協、地域ケアプラザ
等）で情報共有し、地域アセスメントを促進した。新型コロナウイルス感染症の影
響により、地域活動の解散等があったため、活動把握数は減少した。

高齢者にやさしい・安心のまちづくりの推進

①当初の予定通り、本市職員や市内設計士を対象にした「福祉のまちづくり研修」
を２回実施した。結果として計39名が受講し、研修全体のアンケートで「とても良
かった」、「良かった」と回答した人が97％を占め、前年度より７%上昇した。
②バス事業者に対して、２台分のノンステップバス導入補助を実施した。
③令和３年度は「横浜市福祉のまちづくり推進会議」を１回開催し、市民や事業者
等からの意見を聞きながら、施設整備等のハード面と意識啓発等のソフト面の両
方から福祉のまちづくりを推進した。

取組項目

オンライン面会等支援事業費補助金として、１施設当たり上限10万円、対象施設
40か所（予算4,000,000円）に対し、結果、13か所に補助を行った。（支出1,238,165
円）

本人の自己決定支援
（エンディングノート等の作成と普及等）

これまでの⼈⽣を振り返り、これからの⽣き⽅を考え、家族や⼤切な⼈と共有する
きっかけとなるように、各区域・包括圏域においてエンディングノート普及啓発のた
めの講演会の開催や、様々な広報媒体を活用し、エンディングノートの意義を伝
えるとともに区民へ配付した。

人生の最終段階の医療に関する検討・啓発
ACP人材育成研修を６区で開催し、計画を上回る参加者数となった。また、「横浜
市『人生会議』短編ドラマ」により広く市民に普及啓発を行ったこと等により、もしも
手帳の供給数が増加した。

２　高齢者にやさしい安心のまちづくり・ICTを活用した環境整備

令和３年度の振り返り

医療・介護のデータ活用の促進
産業医科大学との共同研究及びワークショップを２回開催した。医療・介護・保健
統合ＤＢのデータ更新を２回実施し、改修を行った。

ICTの活用～施設等での活用推進～

自分らしい暮らしについて考える機会の提供（ヨコハ
マ未来スイッチプロジェクト）

高齢者やその家族等身近な方が知りたい情報を、わかりやすくまとめた高齢期の
暮らし選び応援サイト「ふくしらべ」を開設した。

ヨコハマプロボノ（ハマボノ）事業（モデル事業）【再
掲】

13団体を42人のワーカーが支援した。
本格実施に向けた仕組みづくりの過程で中間支援者の理解は進み、随時マッチ
ング可能でワーカーが１人で支援するハマボノminiは６件となった。

セカンドSTEPプロモーション事業
（退職後の⽣活・地域情報の提供）

新型コロナウイルス感染症の影響から実施を見送った。

取組項目 令和３年度の振り返り

人生の最終段階の医療・ケアに関する啓発

もしも手帳の供給数（累計）
※配布実施機関へ渡す数

部 Ａ

ACP人材育成研修参加者数 人 Ａ

Ⅴ　地域包括ケアの実現のために

１　高齢期の暮らしについて、準備・行動できる市民を増やすために

本人の自己決定支援
エンディングノート活用促進のための講座
開催数

回 Ａ
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - ★1,000 ★1,100 ★1,400
実績 1,659 763

計画 - 20,000 20,000 20,000
実績 18,649 未実施

計画 - ★2,200 4,400 4,800
実績 0 0

　〇主な取組

介護保険サービス利用状況のお知らせ送付

発送数 通 D

介護相談員派遣事業の推進
介護相談員の施設派遣については、令和２年２月から、新型コロナウイルス感染
症予防のため、当面の間、中止としており、令和３年度も引き続き派遣を中止し
た。

認知症高齢者グループホーム等のサービス評価の
促進

実地指導等により受審を徹底するとともに、区役所や地域包括支援センターの窓
口に最新の評価結果を整備した。

介護保険事業者に対する指導・監査の強化
介護保険事業所等の運営状況を確認するため、当初の予定通り、外部委託によ
る指導の対象を拡大し、効率的・効果的な指導・監査を実施した。

宿泊サービスの適正化
新型コロナウイルス感染症の影響により、通所介護事業所及び居宅介護支援事
業所に対して、対面で助言することはできなかったが、アンケート調査等を通じて
助言を行った。

介護保険サービス利用状況のお知らせ送付
新型コロナウイルス感染症による業務見直しにおいて、業務負担軽減の観点から
送付を見送った。

介護報酬返還請求
当初の予定通り、実地指導や監査により、介護報酬の返還対象となった事業所に
対して返還手続きを指導した。令和３年度：23，899千円（令和２年度：22，576千
円）

施設の第三者評価の実施 受審料補助実績件数は３件であった。

ケアプラン点検
当初予定していた数のヒアリングシートを発送することができなかったが、実地指
導によるケアプラン点検は目標を達成した。

住宅改修の質の向上
当初の予定通り、感染症対策に留意しながら、新たな受領委任払い取扱事業者
に対し、研修を実施した。給付事務改善プロジェクトにて、事務の集約化を見据え
た各区の事務標準化を進めた。

介護報酬請求の適正化
当初の予定通り、医療情報・介護給付実績と利用状況の突合を行い、報酬請求
の内容をチェックした。また、集団指導講習会を通して、事業者向けに報酬請求に
係る法令や仕組み等の周知をした。

要介護認定の適正化
当初の予定通り要介護認定事務センターにおいて、点検業務を継続するととも
に、主治医意見書の督促・取込業務等を新たに実施した。

３　介護サービスの適正な量の提供及び質の向上

ケアプラン点検（実地指導及びヒアリングシート）
実地指導及び給付実績データから抽出し
た過誤の可能性が高い案件等のい確認

件 Ｃ

介護相談員派遣事業の推進

訪問回数 回 D

取組項目 令和３年度の振り返り
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　〇主な取組

　〇主な取組

苦情相談対応の充実
コロナ禍においても利用者が安心してサービスを利用できるよう、各サービス事業
所のほか、居宅介護支援事業所、区役所や地域包括支援センターの窓口等、利
用者に身近な場所での苦情相談に対応できる体制を確保した。

苦情相談スキルの向上
苦情相談に対して、すべての職員が適切に対応できるよう、苦情相談事例につい
て共有を行い、職員のスキル向上を図った。

横浜市福祉調整委員会事業
サービスに関する苦情相談に応じ、中立的な立場から事業者等に対する調査・調
整を行い、苦情解決を図った。
・相談実績【高齢福祉・介護保険分野】：170件　（令和２年度：170件）

介護保険総合案内パンフレット及び介護サービス事
業者リストの発行

当初の予定どおり、民間企業と協働で介護保険に関する総合案内パンフレットを
10万部発行した。
また、多言語版・音声版・点字版のパンフレットを作成し、本市ホームページ等に
掲載した。

取組項目 令和３年度の振り返り

取組項目 令和３年度の振り返り

５　苦情相談体制の充実

４　高齢者が適切な制度・サービスを選択できるための広報、情報提供

介護サービス情報の公表【再掲】

新型コロナウイルス感染症の影響により、公表・調査とも当初の見込み件数を下
回った。
・公表：4,316件（当初見込5,953件）
・調査：1,634件（当初見込み2,089件）
感染症の影響により調査を見合わせた分は、令和４年度に順延する対応とした。

バリアフリーに関する情報の受発信

新型コロナウィルス感染症の影響もあり、カラーユニバーサルデザイン研修の申
込がなく、開催することはできなかったが、資料提供を希望する部署へ配布した。
また、バリアフリー情報や福祉のまちづくりに関する情報のホームページについ
て、施設管理者からの情報提供に基づき、随時更新を実施した。
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 60.0 80.0 100.0
17.7

感染症

23.2
自然災害

計画 - 95.0 100.0 100.0
実績 89.8 91

　〇主な取組

福祉避難所への備蓄物資の配付
協定締結施設に備蓄物資の必要数調査を実施し、備蓄物資を配布している。
今後も引き続き、新規の協力協定締結施設への備蓄と保存期間が経過した備蓄
物資の入替を進めていく。

事業継続計画（BCP）策定の推進
高齢者施設等における事業継続計画（BCP）の策定率は、以下のとおりとなった。
・新型コロナウイルス感染症関連：17.7％
・自然災害発生時関連：23．2％

住宅の地震対策の推進

旧耐震基準の木造住宅に対し、診断士を派遣するほか、耐震改修もしくは除却に
要する費用や、防災ベッド等の設置費用について補助を行った。また旧耐震基準
の分譲マンションに対し、耐震診断や耐震改修にかかる費用について補助を行っ
た。
・木造住宅耐震診断士派遣件数：325件（令和２年度：222件）
・木造住宅訪問相談件数：139件（令和２年度：100件）
・木造住宅耐震改修件数：19件（令和２年度：22件）
・住宅除却件数：85件（令和２年度：54件）
・防災ベッド等設置件数：1件（令和２年度：3件）
・マンション本診断実施戸数：1,157戸（令和２年度：523戸）
・マンション耐震改修設計実施戸数：115戸（令和２年度：761戸）
・マンション耐震改修工事実施戸数：263戸（令和２年度：659戸）

新型コロナ・災害時相互応援助成事業
災害では、応援が必要な大規模な災害は発生しなかった。新型コロナでは、大規
模法人を中心に平時の法人内の応援体制が整いつつあった。感染拡大期には応
援職員のマッチングが成立せず、派遣が実現しなかった。

高齢者施設新規入所者PCR検査費等助成事業
高齢者施設における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するため、年間を通
じて助成事業を実施し、合計1,632件（うち、陽性９件）のPCR検査について、助成
を行った。

災害時要援護者支援
当初の予定通り、日頃からの地域の自主的な支え合いの取組を支援し、災害時
要援護者支援事業に取り組む地区数が95%を超えた。

緊急ショートステイ【再掲】
令和３年度より、新型コロナウイルス感染症対応型のベッド数を新たに確保した。
結果として、利用日数が1040日まで増加した。

生活支援ショートステイ【再掲】 令和３年度は、377日の利用があった。

避難確保計画策定の推進 高齢者施設等における避難確保計画の策定率は、91％となった。

介護事業所等における必要物資の備蓄・調達・輸送
体制の整備

当初の予定通り、新型コロナウイルス感染症の陽性者等が発生した際の感染拡
大を防ぐための衛生用品を備蓄し、随時配付した。

福祉避難所の協定締結
令和３年度末時点で552施設と協定を締結した。発災の規模や時間によっては、
開設、受入れができない福祉避難所も出てくると予測されるため、引き続き協定締
結施設数を増やしていきたい。

Ⅵ　自然災害・感染症対策

１　緊急時に備えた体制整備・物資調達

事業継続計画

高齢者施設等における事業継続計画
（BCP）の策定率

％ Ｄ
39.0実績

取組項目 令和３年度の振り返り

避難確保計画
高齢者施設等における避難確保計画の
策定率

％ Ｃ
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 19 19 19
実績 16 16

　〇主な取組
取組項目 令和３年度の振り返り

２　防災・感染症予防対応力の向上に向けた研修・啓発

感染症研修

高齢者施設の感染症発生防止に向けた取組
新型コロナウイルス感染症の影響により、19区の内3区では実施を見送ったが、
16区では書面やオンラインを活用し実施した。

介護予防交流拠点の防災力向上に向けた取組
市内２か所の介護予防交流拠点から防災講座の実施希望があったが、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により、実施を見送った。

感染症研修の開催数 回 Ｃ
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 340,000 355,000 370,000
実績 336,600 357,737
計画 - 4,300 4,400 4,500
実績 4,200 4,231

計画 - 150 200 250
実績 140 164

　〇主な取組

　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 130 135 140
実績 125 116

　〇主な取組

認知症の本人からの発信支援

本人ミーティング参加者数 人 A

本人や家族の居場所の拡大
「認知症カフェ運営者向け研修」「認知症カフェ立ち上げ研修」を実施した。また、
認知症カフェ運営者向けの情報誌を発行し、認知症カフェの活動が充実するよう
に支援した。

本人が主体的に社会参加できる場の充実
認知症の本人が、支えられる側だけでなく、支える側として役割と生きがいをもっ
て生活ができるよう、本人ミーティング等を12回実施した。

取組項目 令和３年度の振り返り

身近な地域における認知症予防に資する可能性の
ある取組の普及啓発

脳血管疾患の発症予防・再発予防に向け、医療や生活習慣等をテーマとした啓
発講演会を４区で行った。

軽度認知障害（ＭＣＩ）を含めた認知症予防の正しい
理解推進

認知症についてセルフチェックができ、認知症予防のためのヒントが書かれた冊
子の配布を行った。

認知症サポーターキャラバンの推進
認知症の人や家族を温かく見守る応援者である認知症サポーターを養成する講
座を388回実施し、14,450人養成できた。重点対象者である、学校は8,630人（92
回）、企業は2,207人（97回）と、前年度より上回った。

キャラバン・メイトの活動充実
認知症サポーター養成講座を開催できる「認知症キャラバン・メイト」を養成する研
修を３回実施し、133人の養成ができた。また、キャラバン・メイトの活動を更に充
実する為にキャラバン・メイト連絡会・交流会を54回開催した。

認知症の人や家族の思いを理解するための普及啓
発

認知症に関する普及啓発の為の講演会や展示会等のイベントを53回開催した。

取組項目 令和３年度の振り返り

認知症カフェ設置数 箇所 B

認知症ケアパス（オレンジガイド）の活用

認知症に関する総合ガイドとして活用してもらう為に、各区役所、包括、医療機関
へ配布し、一般区民から専門職まで幅広く周知した。認知症対応力向上研修（か
かりつけ医・歯科医師・薬剤師等）で活用方法を説明し、医療機関での活用を促し
た。

本人発信の場の拡大
若年性認知症支援コーディネータを中心とした支援を進め、講演会やキャラバン・
メイト養成講座で講師を依頼するなどし、本人発信の場の拡大を進めた。

２　予防・社会参加

地域活動、社会参加

認知症キャラバンメイト養成数 人 B

　認知症施策の推進

１　正しい知識・理解の普及

認知症に関する理解促進
認知症サポーター養成講座受講者数
（認知症キャラバンメイト含む）

人 A
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 3,300 3,600 3,900
実績 3,100 3,583

計画 - 3,000 3,100 3,200
実績 2,000 1,525

　〇主な取組

　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - ★80 ★90 ★100
実績 80 246

計画 - 510 551 592
実績 581 650

　〇主な取組

認知症疾患医療センターを中心とした医療体制の強
化や認知症支援の充実

認知症疾患医療センター地域連携会議やかかりつけ医・医療従事者向けの研修
の開催、各種会議への参加や講師派遣等を通して地域のネットワークの構築を
図った。また、認知症医療提供体制の拠点として、専門医療相談を延べ9,760件、
認知症に関する鑑別診断を2,999件実施した。

介護人材の質の向上と認知症に対応した介護サー
ビスの適切な提供

かかりつけ医、歯科医師、薬剤師、看護師、その他病院勤務の医療従事者等を
対象とした認知症対応力向上研修において、認知症の人の「意思決定支援」に関
する講義を実施した。

多機関連携による早期対応や相談支援の推進
区役所・地域包括支援センターによる認知症に関する高齢者や家族等の相談支
援を実施した。また、神奈川県警と連携し、運転免許証の自主返納又は行政処分
により運転免許症を失った高齢者の相談支援を18件実施した。

認知症初期集中支援チームの活用と連携強化

各区に認知症初期集中支援チームを設置し、認知症の早期対応のための相談対
応を実施した（179件、令和２年度：181件）。新型コロナウイルス感染症の影響が
あり支援に苦慮した部分もあるが、支援期間はやや短縮した（26.4週、令和２年
度：32.7週）。

医療従事者等の認知症対応力向上の推進

かかりつけ医、歯科医師、薬剤師、看護師、その他病院勤務の医療従事者等に
対し、感染症拡大防止のためオンライン等を活用してそれぞれ認知症対応力向上
研修を実施。医療従事者等の認知症の疑いのある人や認知症の人への対応力
の向上と、地域のネットワークの構築を図った。

もの忘れ検診受診者数 件 C

取組項目 令和３年度の振り返り

もの忘れ検診による早期発見・早期対応の推進
認知症の早期発見・早期対応のためもの忘れ検診をモデル実施から本格実施に
移行した。本格実施に伴う1次検診実施医療機関数の増加や実施機関の延長等
により、受診者は1,525人と増加した。

３　医療・介護

医療従事者等の認知症対応力向上の推進

認知症対応力向上研修受講者数（累計）

エンディングノート活用促進のための講座
開催数＜再掲＞

回 A

成年後見制度の利用促進
成年後見制度利用支援事業（報酬）利用
件数＜再掲＞

件 A

４　認知症の人の権利

本人の自己決定支援（エンディングノート等の普及）

本人の自己決定支援（エンディングノート等の作成と
普及等）【再掲】

これまでの⼈⽣を振り返り、これからの⽣き⽅を考え、家族や⼤切な⼈と共有する
きっかけとなるように、各区域・包括圏域においてエンディングノート普及啓発のた
めの講演会の開催や、様々な広報媒体を活用し、エンディングノートの意義を伝
えるとともに区民へ配付した。

成年後見制度等の利用促進【再掲】

（ア）成年後見制度等
・「よこはま成年後見推進センター」の相談件数：2,482件（令和２年度：1,889件）
・「横浜市成年後見サポートネット」に係る
　全体会：２回、広報・相談部会：２回、候補者調整・不正防止部会：２回
・新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度の開催を延期としていた第
５期市民後見人養成講座を実施。
・横浜市成年後見制度利用支援事業の後見人等への報酬の助成件数
  ：649件（令和２年度：494件）
（イ） 横浜生活あんしんセンターの取組
・横浜生活あんしんセンター権利擁護事業の契約者数：1,128件（令和２年度：
1,149 件）

高齢者虐待防止【再掲】

高齢者虐待の早期発見・対応と、養護者支援を実施し、普及啓発を行った。市域・
各区域において、適切な対応をするために従事者向け研修を実施するとともに、
関係機関代表連絡会議を開催して関係機関との連携極力体制の構築や、支援の
振り返りを実施した。

取組項目 令和３年度の振り返り

箇所 A

早期発見・早期対応
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　●事業量
単位 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 達成度

計画 - 1,600 1,700 1,800
実績 1,500 1,756

計画 - 120 150 180
実績 100 154

計画 - 430 480 530
実績 350 481

　〇主な取組

５　認知症に理解のある共生社会の実現

見守り体制づくり

見守りシールの利用者数 人 A

若年性認知症の人への支援

相談件数 件 A

取組項目 令和３年度の振り返り

介護者支援の充実

家族教室等の開催数 回 A

認知症バリアフリーの推進
交通事業者等で実施する研修に認知症に関する内容を説明する機会を増やすと
ともに啓発リーフレットの配付を進めた。

認知症の人の行方不明時における早期発見等の取
組の充実

行方不明高齢者SOSネットワークの取り組みの充実を図るため関係機関の連絡
会を7回実施した。見守りシールの利用者数は計画数を上回り1,756人、コールセ
ンター活用実績は16件だった。

介護者のつどいや介護セミナー等の開催、情報発信
の推進

介護者支援として介護者のつどい等を154回開催した。ダブルケア、ヤングケア
ラーについての支援状況を把握するため関係機関（95名）にアンケート調査した。

相談事業の実施
各区において認知症高齢者保健福祉相談を継続実施した。
・相談件数：214件（令和２年度：187件）

若年性認知症支援コーディネーターを中心とした支
援体制の推進

若年性認知症支援コーディネーターを中心に若年性認知症に対する切れ目のな
い相談・支援を継続実施（延べ相談件数481件、令和２年度：342件）するとともに、
若年性認知症支援についての周知を行った。

若年性認知症の人や家族のつどいや居場所の充実
本人ミーティング（12回）や若年性認知症カフェを継続的に開催した。よこはま認知
症コールセンター委託事業として電話相談（907件、令和２年度：893件）を実施し
た。

20



第８期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画

●被保険者数 （人）

計画 実績 差引 計画 実績 差引 計画 実績 差引

3,730,454 3,758,333 27,879 3,726,801 3,722,059

第2号被保険者数(40歳～64歳) 1,335,700 1,337,000 1,300 1,339,300 1,340,500

第1号被保険者数(高齢者) 931,300 930,812 -488 935,500 941,200

高齢化率 25.0% 24.8% -0.2% 25.1% 25.3%

前期高齢者 444,200 443,892 -308 426,300 409,000

(対総人口比) 11.9% 11.8% -0.1% 11.4% 11.0%

後期高齢者 487,100 486,920 -180 509,300 532,200

(対総人口比) 13.1% 13.0% -0.1% 13.7% 14.3%

※各年10月１日現在（総人口・40歳～64歳人口については各年９月30日現在）

●要介護認定者数　　 （人）

計画 実績 差引 計画 実績 差引 計画 実績 差引

22,100 22,687 587 22,900 23,600

28,400 28,755 355 29,400 30,300

27,100 28,237 1,137 28,100 29,100

37,800 37,302 -498 39,300 40,700

24,500 24,533 33 25,500 26,500

22,000 22,269 269 23,000 23,800

16,400 15,191 -1,209 17,000 17,600

50,500 51,442 942 52,300 53,900

127,700 127,532 -168 132,900 137,700

178,100 178,974 874 185,200 191,700

●介護保険サービス利用者数 （人）

計画 実績 差引 計画 実績 差引 計画 実績 差引

102,200 102,948 748 106,800 111,500

19,100 17,122 -1,978 19,900 20,800

25,300 24,073 -1,227 25,700 26,700

令和３年度 令和４年度 令和５年度

要支援１

要支援２　　　

令和３年度 令和４年度 令和５年度

※在宅サービス利用者は、小規模多機能型居宅介護（介護予防含む）、看護小規模多機能型居宅介護、居宅介護支援、介護予防支援、介護予防ケアマ
ネジメント（地域支援事業移行分）の月次に基づく平均利用者数
※居住系サービス利用者は、特定施設入居者生活介護（介護予防含む）、地域密着型特定入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護（介護予防含
む）の月次に基づく平均利用者数
※施設サービス利用者は、介護老人福祉施設（地域密着型含む）、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院の月次に基づく平均利用者数
※端数処理をしているため、合計が一致しないことがある

要介護５

要支援計

要介護計

合　　計

※各年度９月30日現在
※端数処理しているため、合計が一致しないことがある

令和３年度 令和４年度 令和５年度

総人口

在宅サービス利用者　

居住系サービス利用者

施設サービス利用者

要介護４

要介護１　　　

要介護２

要介護３
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●介護保険サービス提供状況

計画 実績 計画比 年間給付費 計画 計画比 年間給付費 計画 計画比 年間給付費

回/年 7,292,100 7,198,235 98.7% 7,857,700 8,341,300

人/年 359,000 357,552 99.6% 375,500 392,400

回/年 159,700 170,459 106.7% 165,100 172,900

人/年 31,100 33,060 106.3% 32,500 34,000

回/年 400 692 173.0% 400 400

人/年 100 152 152.0% 100 100

回/年 2,355,500 2,681,909 113.9% 2,522,900 2,684,900

人/年 225,600 258,541 114.6% 236,000 246,600

回/年 341,600 316,887 92.8% 362,400 385,900

人/年 38,400 43,556 113.4% 40,200 42,000

回/年 265,400 295,325 111.3% 284,500 301,000

人/年 20,400 23,090 113.2% 21,300 22,200

回/年 46,400 54,942 118.4% 48,400 51,200

人/年 4,200 5,124 122.0% 4,400 4,600

介護給付 人/年 361,100 412,875 114.3% 5,954,612,588 377,800 394,800

予防給付 人/年 28,800 32,893 114.2% 394,870,256 30,100 31,500

回/年 2,712,200 2,451,751 90.4% 2,860,600 3,013,400

人/年 293,400 262,848 89.6% 306,900 320,700

回/年 699,200 645,087 92.3% 717,800 737,800

人/年 98,700 88,059 89.2% 103,300 107,900

予防給付 人/年 22,000 21,594 98.2% 784,249,813 23,000 24,000

日/年 849,000 682,873 80.4% 910,900 951,700

人/年 70,100 57,358 81.8% 73,400 74,800

日/年 8,200 6,583 80.3% 8,400 8,600

人/年 1,400 1,216 86.9% 1,500 1,600

日/年 143,600 102,343 71.3% 150,600 156,800

人/年 17,900 13,096 73.2% 18,700 19,500

日/年 1,000 1,099 109.9% 1,100 1,100

人/年 300 226 75.3% 300 300

介護給付 人/年 142,500 123,094 86.4% 25,082,528,226 148,200 154,000

予防給付 人/年 19,200 15,392 80.2% 1,188,294,771 20,000 20,800

介護給付 人/年 551,800 591,177 107.1% 8,466,671,328 577,200 603,200

予防給付 人/年 134,200 149,013 111.0% 831,672,461 140,400 146,700

介護給付 人/年 9,400 9,799 104.2% 253,824,187 9,900 10,300

予防給付 人/年 3,000 3,122 104.1% 65,158,444 3,100 3,300

介護給付 人/年 7,500 6,847 91.3% 576,425,944 7,800 8,100

予防給付 人/年 4,200 4,131 98.4% 385,803,485 4,400 4,600

介護給付 人/年 827,300 840,728 101.6% 14,020,419,760 865,400 904,300

予防給付 人/年 166,100 190,679 114.8% 978,402,025 173,700 181,500

介護給付 人/年 10,500 10,303 98.1% 1,948,674,361 10,900 11,400

介護給付 人/年 15,600 18,959 121.5% 526,829,567 16,400 17,100

介護給付 人/年 25,300 23,366 92.4% 3,161,372,637 26,500 27,700

予防給付 人/年 15 30 200.0% 1,552,594 15 15

介護給付 人/年 169,600 164,596 97.0% 11,733,794,454 177,400 185,400

介護給付 人/年 28,200 28,883 102.4% 6,519,662,310 30,900 33,600

予防給付 人/年 2,200 2,226 101.2% 164,699,150 2,400 2,600

介護給付 人/年 66,700 67,059 100.5% 18,437,196,863 70,700 74,000

予防給付 人/年 100 156 156.0% 39,371,477 100 100

介護給付 人/年 150 145 96.7% 32,171,071 150 150

介護給付 人/年 1,000 842 84.2% 252,633,094 1,300 2,000

介護給付 人/年 4,900 4,773 97.4% 1,488,756,757 5,600 6,300

介護給付 人/年 193,700 187,114 96.6% 51,805,111,636 198,200 207,000

介護給付 人/年 103,400 96,856 93.7% 29,892,842,212 103,400 105,700

介護給付 人/年 3,000 2,191 73.0% 754,684,187 2,300 2,000

介護給付 人/年 2,600 2,216 85.2% 843,782,893 3,200 3,400

●年間保険給付費

（給付費の単位：億円）

計画 実績 計画 計画

1,356 1,340 1,423 1,489

491 448 514 536

873 835 887 921

165 155 169 181

156 146 161 166

3,041 2,924 1,100 3,293

在宅サービス

居住系サービス

施設サービス

高額サービス費等

地域支援事業

サービスの種類
令和３年度 令和４年度 令和５年度

在
宅
サ
ー

ビ
ス

①訪問介護 介護給付 24,037,022,330

②訪問入浴介護

介護給付 2,254,489,615

予防給付 6,211,444

③訪問看護

介護給付 13,041,829,861

予防給付 1,362,012,176

⑤居宅療養管理指導

⑥通所介護 介護給付 19,995,061,365

④訪問リハビリテーション

介護給付 920,933,836

予防給付 164,968,103

⑦通所リハビリテーション
介護給付 6,315,175,114

⑧短期入所生活介護

介護給付 6,306,076,069

10,543,147

⑩特定施設入居者生活介
護

⑪福祉用具貸与

⑫特定福祉用具販売

予防給付 45,252,261

⑨短期入所療養介護

介護給付 1,244,929,337

予防給付

⑬住宅改修

⑭介護（予防）支援

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

①定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

②夜間対応型訪問介護

③認知症対応型通所介護

④地域密着型通所介護

⑤小規模多機能型居宅介
護

⑥認知症対応型共同生活
介護

⑦地域密着型特定施設入
居者生活介護

令和５年度

計画比 計画比 計画比

⑧地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護
⑨看護小規模多機能型居
宅介護

施
設

サ
ー

ビ
ス

①介護老人福祉施設

②介護老人保健施設

③介護療養型医療施設

④介護医療院

（給付費の単位：万円）

※ 端数処理をしているため、合計が一致しないことがある
※ 高額介護サービス費等は、高額介護サービス費、特定入所者介護サービス費、審査支払手数料を含む

93.6%

給付費合計

93.9%

96.2%

95.7%

98.8%

91.2%

※ 平成28年４月から定員18名以下の通所介護は、「地域密着型サービス」の④地域密着型通所介護へ移行
※ 「地域密着型サービス」⑥認知症対応型共同生活介護～⑧地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及「施設サービス」の利用者数を示したものであり、定員数とは異なる

令和３年度 令和４年度
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●　介護保険外サービス提供状況

計画 実績 計画 実績 計画 実績

人 137,100 129,410 143,400 149,900

人 8,600 5,949 8,900 9,200

人 150 105 150 150

人 178,900 169,420 187,100 195,500

人 197,700 168,627 203,700 210,400

補助活動数 69 68 91 113

　　（２）一般介護予防事業

計画 実績 計画 実績 計画 実績

①介護予防普及啓発事業 教室・講演会・イベント実施回数 回 ★540 334 ★560 ★580

②元気づくりステーション事業 参加者数 人 ★8,500 6,782 ★9,250 ★10,000

③地域リハビリテーション活動支援事業 専門職派遣回数 回 245 172 250 255

活動者数 人 12,000 4,821 12,700 13,500

受入施設数 箇所 700 672 730 760

計画 実績 計画 実績 計画 実績

①地域包括支援センター運営費 地域包括支援センター数 箇所 143 143 145 146

関係機関との連携体制構築の取組回数 回 ★2,000 2,385 ★2,500 ★3,000

ケアマネジャー等研修回数 回 80 75 80 80

多職種連携事業実施回数 回 ★200 240 ★205 ★210

市民啓発事業開催数 回 ★30 46 ★35 ★40

④認知症初期集中支援等推進事業 認知症初期集中支援チーム設置区 区 18 18 18 18

第１層生活支援コーディネーター 人 18 18 18 18

第２層生活支援コーディネーター 人 144 144 146 147

⑥地域ケア会議推進事業 地域ケア会議開催回数 回 745 248 745 745

⑦市民の意思決定支援事業
エンディングノート活用促進のための講
座開催

回 ★80 246 ★90 ★100

⑧認知症地域支援推進事業 認知症カフェ設置数 区 130 116 135 140

計画 実績 計画 実績 計画 実績

①介護給付費適正化事業 利用状況のお知らせ発送数 通 20,000 0 20,000 20,000

②介護相談員派遣事業 訪問回数 回 ★2,200 0 4,400 4,800

③高齢者紙おむつ給付事業 延べ給付月数 月 54,400 52,954 57,700 61,200

④高齢者用市営住宅等生活援助員派遣事
業

対象住宅数 住宅 210 203 210 210

⑤高齢者配食・見守り事業 延べ食数 食 205,400 154,042 205,400 205,400

⑥成年後見利用支援事業 利用件数 件 510 650 551 592

⑦介護サービス自己負担助成費 グループホーム助成対象者数 人 155 166 155 155

⑧地域で支える介護者支援事業 見守りツールの利用者数 人 1,600 1,756 1,700 1,800

　１　介護予防・日常生活支援総合事業

　　（１）介護予防・生活支援サービス事業

サービス名称 単位
令和３年度 令和４年度 令和５年度

令和５年度

①訪問介護相当サービス

②訪問型生活援助サービス

③訪問型短期予防サービス

④通所介護相当サービス

⑤介護予防ケアマネジメント

⑥介護予防・生活支援サービス補助事業

事業名 内容 単位
令和３年度 令和４年度

④よこはまシニアボランティアポイント事業

２　包括的支援事業

事業名 内容 単位
令和３年度 令和４年度 令和５年度

②ケアマネジメント推進事業

③在宅医療連携推進事業

⑤生活支援体制整備事業

３　任意事業

事業名 内容 単位
令和３年度 令和４年度 令和５年度
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